
 
【目的と活動趣旨】 

ＮＰＯ政策研究所は、持続可能な社会づくり、地域（まち、コミュニティ）づくりをすすめていくことを目的と
する“コミュニティ・シンクタンク（＝市民シンクタンク）”です。1997年 5月に任意団体として設立し、2000年 9
月に特定非営利活動法人の認証を得ました。 
持続可能とは、地球環境へのインパクトを最小限にしながら、働き、学び、かつ安心・安全・安定した豊かな生

活を、世代を越えて実現し続けることができる仕組みが社会に組み込まれていることであり、このためには、環境、
経済、社会の各システムをバランスよく統合した社会経営を行う必要があります。また、その実現には、市民によ
る自発的・自主的・自律的な参画による地域ガバナンスが不可欠です。 
ＮＰＯ政策研究所は、そうした持続可能な社会システムづくりを進めていくために、調査研究及び政策提案を行

うとともに、市民社会のエンパワーメントをはかり、地域コミュニティの再編とパワーアップを支援します。 
 

【事業の方針とテーマ】 
役員・スタッフには、コンサルタント（元職・現職）や大学教員、自治体職員ＯＢ、ジャーナリストらがおり、

理論と現場感覚とを併せ持つ支援や活動を展開しています。専門家との幅広いネットワークを持っています。 
 ○持続可能な社会（地域）づくり  
  自治体の総合計画/地域活性化計画、自治基本条例等 策定支援 

○新しい地域自治システムの構築 
    地域自治協議会等の形成支援、自治体コミュニティ政策策定支援 

○市民参画、ＮＰＯと行政の協働 
   市民参画/協働方策（指針）の策定支援、協働に関する講演・研修 

  市民会議・各種懇話会等の企画・運営等 

○市民力の向上 

   男女共同参画と防災、市民の政策提言力向上に関する講座等開催 

■自主事業 

 フォーラム ：サスティナブル・コミュニティ・フォーラム、コミュニテ

ィ・シンクタンク・フォーラム等 

 自主研究会：「市民自治講座」（全３回シリーズ）（2016.4～）  

第Ⅰ期『民主主義再考：原理的に考える』講師：岡本仁宏氏、第Ⅱ期

『トクヴィルと《平等》の政治力学』講師：富永茂樹氏、 

第Ⅲ期『これからの文化政策』講師：中川幾郎氏、第Ⅳ期『自治体とは何か、公務員とは何か』講師：今井照氏, 

第Ⅴ期『まちづくりガバナンスと市民協働』講師：新川達郎氏 

 出版 ： 市民自治ブックレット シリーズ （№1～5 まで刊行） 
□№1 『民主主義再考：原理的に考える』 （岡本仁宏） A5 判 92 頁 2017 年 500 円 

□№2 『トクヴィルと《平等》の政治力学』 （富永茂樹） A5 判 64 頁 2017 年 500 円 

□№3 『これからの自治体文化政策』（中川幾郎） A5 判 84 頁 2019 年 500 円 

□№4 『自治体とは何か、公務員とは何か』（今井照） A5 判 68 頁 2020 年 500 円 

□№5 『まちづくりガバナンスと市民協働』（新川達郎） A5 判 568 頁 2021 年 500 円 

■受託事業（2003 年度以降、主なもの） 
 03～04 年度  国土交通省近畿地方整備局「近畿圏における持続可能なまちづくりに関する調査業務」 

 05～07 年度  兵庫県朝来市「（第 1 次、第 2 次）分権型社会実現に向けたシステム検討懇話会企画運営支援業務」 

 2010～11 年度  兵庫県丹波市「丹波市自治基本条例素案策定業務」 

 11～12 年度  朝来市「第３次分権型社会システム検討懇話会運営支援業務」 

 13～14 年度  吉野町自治基本条例職員研修、吉野町「まちづくり基本条例策定支援業務」 

 15～16 年度  吉野町「まちづくり基本条例推進職員研修事業」、奈良県「旧国栖小学校舎の利活用による地域の賑わい再生事 

業」、三重県名張市「地域再生計画策定支援業務」、吉野町「地区防災計画策定支援業務」、名張市「地域総合力

向上事業（地域課題の解決に向けた取組）」、吉野町「幹部職員研修業務」他 

 17 年度     吉野町「平成 29 年度地区防災計画策定支援業務」、奈良県生駒市「南小・南第二小校区まちづくりワークショップ」 

 18 年度     広陵町「自治基本条例策定支援業務」、甲賀市「地域カルテ作成支援業務」、生駒市「まちづくり WS 4 地区」 

 19 年度     広陵町「自治基本条例制定支援業務」「公民館建替及び文化芸術の方向検討委員会支援業務」 

 20 年度     広陵町「自治基本条例制定支援業務」「公民館建替及び文化芸術の方向検討委員会支援業務」 

■公益活動（行政等の審議会・委員会等への参画、学会の役員等 ： 兵庫県景観審議会、神戸市地域活動推進委員会、伊丹市参画協

働推進委員会、豊中市市民公益活動推進委員会、舞鶴市文化審議会他 

  コミュニティ政策学会理事、自治体学会、文化政策学会、計画行政学会、文化経済学会、日本 NPO 学会 

 

調査研究・事業 研修企画・実施 

 

 

自主研究会 

 

 

交流・ネットワーク 

（近畿自治体学会事務局等） 

持続可能な社会づくり 

市民セクターの発展強化 

地域自治の推進・地域力の向上 

 特定非営利活動法人 ＮＰＯ政策研究所 （理事長 直田春夫   専務理事 相川康子）  

   〒540-0037 大阪市中央区内淡路町 2-3-14 日宝グリーンビル 302 

    Tel&Fax : 06-6809-3125   e-mail : npa@post.email.ne.jp 

    https:www.nposeisakuken.com/                            
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